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2020 年 1 月 27 日 

 

「熊本県トラック協会令和 2 年経営セミナー」頭取講演について 

 

2020 年 1 月 24 日、「熊本県トラック協会令和 2 年経営セミナー」にて、頭取（笠原 慶久）は

下記題目につきまして講演を行いましたので、お知らせいたします。 

 

題目 

「ＳＤＧs の取組みによる企業価値の創造」 

熊本経済 2020 の展望 

～キーワードは“ＤＸ”と“ＳＤＧs”の取組み～ 

 

以 上 

《本件に関するお問い合わせ》 

九州フィナンシャルグループ 広報・ＩＲ部 

担当：村山 

電話 096-326-5607/携帯 080-8589-5278 

 



熊本経済2020の展望 

2020年1月24日 

肥後銀行 

代表取締役頭取 笠原 慶久 

～キーワードは”DX”と”SDGｓ”の取組み～ 

熊本県トラック協会令和２年経営セミナー 

[ＳＤＧｓの取組みによる企業価値の創造] 
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（肥後銀行ホームページ） 

肥後銀行ＨＰ 
「頭取挨拶」の 
写真の下 



肥後銀行のブランドスローガン 

当行のイニシャル「H」と「∞」をモチーフとしたデザインは、 
永遠に続くうるおいのサイクル“潤環”※を表現しています。 
また、中央のスクエアでつながる造形は、当行が環境やお客さまといった 
さまざまな要素や事象をつなぐ存在でありたいとの思いを込めています。 

※潤環：「うるおい（潤い）」と「循環」を組み合わせたオリジナル造語 
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熊本都市圏

熊本市、宇土市、宇城市、美里町、玉東町、大津町、菊陽町、合志市、西原村、
御船町、嘉島町、益城町、甲佐町、山都町　（14市町）

熊本都市圏以外
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1996年24,698億円

2011年20,803億円

（△3,895）

2001年「地方交付金」

削減開始

2013年1,077千人

熊本県「市町村民所得推計」

１．誘致企業

２．ＩＣＴ

一次産業と工業・公務部門が

支えていた

人口減少の中、一人あたり生産性の向上が大きな課題に 

１.（１）熊本地域経済の課題～ＧＤＰと人口の推移 



（参考）世界の一人あたりのＧＤＰ推移 
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１.（２）熊本地域経済の課題～人口動態とＧＤＰ推計 
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出所：県民経済計算（内閣府） 
     2018年度以降は地方経済総合研究所推計値 
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出所：国立社会保障・人口問題研究所 

老齢人口 
25.7％→36.4％ 

生産年齢人口 
1,101→768 

60.6％→52.4％ 

1,817 

1,467 
２割減 

震災からの復旧・復興需要によ
り2017年度の名目ＧＤＰは6
兆円台に乗り、過去ピーク更新 

      熊本県の人口推計 （千人） 熊本県の名目GDP推移予測 
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１.（４）2020年の日本経済 

 【リスク要素】 
◆消費税増税前の駆け込み需要の反動 
◆増税に伴う負の所得効果 
◆米中の対立が再び先鋭化するリスク 
◆超低金利の限界→金融不安定化 
◆地政学的リスクの顕在化 
 

【プラス要素】 
◆米中通商交渉の「一次合意」 
◆東京オリンピックに向けた旺盛な 
  設備投資 
◆アジアを中心とした半導体事業の回復 
◆日米の政治の安定 
◆金融緩和政策 

ベースシナリオは、緩やかな成長が続く基調 
しかし、リスクシナリオへの注視が必要な一年 

実質0.5％、名目1.1％（大手シンクタンク9機関平均） 2020年度の経済成長率予測 



１.（５）これからの熊本 

熊本・九州の「観光振興」の重要な 
  施設 
新ターミナルビル建設 
国内線・国際線ターミナル一体化 

「阿蘇くまもと空港」 

202０年4月民営化 

 「八代港」 

九州中央の大型クルーズ船の
受入れ拠点 
年間７０隻以上及び世界最大
級のクルーズ船寄港の実現 

2020年4月運営開始 

阿蘇地域インフラ復旧  

202０年度復旧 陸 海 空 

交流人口・物流のあり方が大きく変わってくる転換点 

阿蘇大橋完成 
国道57号線復旧 
ＪＲ豊肥本線全線復旧 



１.（６）「成行きの未来」と「あるべき姿」 

人口減少 

域内の需要減少 

ＧＤＰ維持・拡大 

投資縮小 
コスト削減 

経済縮小 
ＧＤＰ低下 

生産性向上 

域外需要取り込み 

２０年後の 
あるべき姿 

成行きの 
未来 

積
極
的
な
投
資

（
Ｉ
Ｃ
Ｔ
） 

劇的な違い 

バ
ッ
ク
キ
ャ
ス
テ
ィ
ン
グ 

（現状の需要の枠組みで予測） 



１.（７）各国のＩＣＴ投資状況比較 

1989年 

アメリカ 1,476億ドル 

日本 14.3兆円 

2017年 

6,551億ドル 

16.3兆円 

  日米のＩＣＴ投資額 

1.1倍 

4.4倍 

イギリス 

アメリカ 

フランス 

日本 

出所：総務省『令和元年版情報通信白書』 



我が国においてICT投資やICT人材育成が遅れた理由 

①情報化が価値創出につながることへの認識不足 
②資金制約 及び BPO（ﾋﾞｼﾞﾈｽ・ﾌﾟﾛｾｽ・ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ）市場が未成熟 
③ICT投資と並行すべき広義の投資（組織改革や人的資本投資など）が不十分 

例えば第二次産業革命時における蒸気機関から電力へ、馬車から自動車へといった旧技術から
新技術への転換期には、新旧の両技術が併存することに加え、（中略）新技術から新たな産
業や雇用が生まれている。（中略） 
組織や社会の様々な仕組みを見直すことまで含め汎用技術を活用し、生産性を向上させられ
るか否かでそれ以後の地域や国の経済成長は明暗が分かれてきたことは重要な教訓といえる。 

（注）成長のためには、ICT投資のみならず、さまざまな仕組みの見直し（※)が必要 
（※） 「業務プロセスや組織の改革」、「研究開発」、「人材育成」など、所謂『広義の投資』 

日本の生産性は諸外国に比べ、上がっていない 

私たちは、いま、ソサイエティ5.0と言われる産業革命の入り口にいる 

１.（８） ＩＣＴ投資：平成２９年度「情報通信白書」 



１.（９） キーワードは“ＤＸ”と“ＳＤＧｓ” 

未来を正確に予測することは難しい 
特に、近い未来は振れ幅が大きい 

未来は創ることができる 

ＤＸ ＳＤＧｓ 

しかし、遠い未来の環境は予測できる 
その未来に対してどのようなビジョンを持ち、 
どのように行動するかが求められている 

キーワード 



プロローグ 

２．デジタルトランスフォーメーション 

３．SDGｓの重要性 

むすびに 

目次 

１．県内経済概況 



2.（１）デジタルトランスフォーメーションとは？ 

Society5.0 

サイバー空間と
現実世界が高
度に融合され
た世界 

企業においては、ＩＣＴを単に効率化の手段として位置付けるのではなく、 
新たな価値を生み出すものと位置付けたうえで、これに即した体制への転換 

X-Tech 

• フィンテック（金融） 
• ｱｸﾞﾘテック（農業） 
• リテールテック（流通） 
• エデュテック（教育） 
• メドテック（医療） 

ITの浸透が、人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させる 
2004年 スウェーデン・ウメオ大学 エリック・ストルターマン教授 提唱 

DX：Digital Transformation (デジタルトランスフォーメーション) 



2.（２）ＩＣＴの活用効果 

高コスト構造 

人材不足 

製品・サービスの 
コモディティ化 

業務の省力化 

業務プロセスの効率化 

既存製品・サービスの 
高付加価値化 

新規製品・サービスの展開 

主な経営課題 解決 

ＩＣＴ投資 
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2. （３）ＩＴ投資有無別の企業の売上高・経常利益率 

IT投資を行っている企業と行っていない企業の3年間（2012年～
2014年）の平均の売上高、売上高経常利益率を業種別に比較 

IT投資あり 
IT投資なし （百万円） 

（％） 

出所：中小企業庁 『2016年版中小企業白書』 

売上高 

経常利益率 （含む流通業界） 



2.（４）各国のＩＣＴ投資状況比較 

1989年 

アメリカ 1,476億ドル 

日本 14.3兆円 

2017年 

6,551億ドル 

16.3兆円 

  日米のＩＣＴ投資額 

1.1倍 

4.4倍 

イギリス 

アメリカ 

フランス 

日本 

出所：総務省『令和元年版情報通信白書』 



２.（５）ＩＣＴの活用の位置づけとその課題 

出所：経済産業省『平成28年情報処理実態調査』 

回答 全国 熊本 

非常に重要な手段   36   21 

ある程度重要   51   43 

それほど重要でない   11   29 

まったく重要でない    2   7 

回答 全国 熊本 

経営層の理解  22 21 

事業部門・従業員の理解  24 36 

体制・組織の整備 49 43 

人材の育成 59 57 

予算の不足 27 14 

ノウハウの不足 47 36 

費用対効果説明 39 21 

継続性を保てない 10 29 

その他 2 7 

わからない 13 7 

回答 全国 熊本 

非常に重要な手段 20 21 

ある程度重要 63 36 

それほど重要でない 11 43 

まったく重要でない 6 0 

87％ 64％ 

（1）ＩＴ活用の重要性 

（2）ＩＴ活用強化の意向 

（単位：％） 

（単位：％） 

（3）ＩＴ活用に係る課題 
（単位：％） 
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全国平均 48.0  54.1  39.4  23.7  40.2  40.9  31.2  4.2  40.1  

南関東 55.3  60.5  45.5  28.4  45.0  48.0  36.6  5.6  35.1  

九州・沖縄 39.9  43.4  31.6  20.0  32.2  31.9  24.4  2.1  48.8  

出所：平成２９年通信利用動向調査（訂正版）構３６ 

２.（６）個人のＩＣＴスキル状況 

ＩＣＴスキル 質問内容 

九州・沖縄地区は全項目が全国平均を大きく下回っている 

（「できる」と回答した人の割合／単位：％） 



２.（７）主なＩＴツールイメージ 

ＡＩ ＩＯＴ ＲＰＡ ビックデータ 

ＩＣＴ投資 

倉庫管理システム ＩＴ点呼 デジタルタコグラフ 運行管理システム 

インターネットバンキング 

ホームページの改善 ＩＴ教育への投資 

決済・経理システム 

― 経営者や実務担当者の認識不足により、業務が人の手に 頼っていないか 
― 人材育成の困難さにより、業務を変えられないとして、 投資を避けていないか 
― ＩＴスキルの向上などの教育を怠っていないか 

ペーパーレス化 

身近なＩＣＴ投資 

業界特有のＩＣＴ投資 



決済事務 

業務プロセス・お客様管理
ホームページ・セキュリティ 

福利厚生 

肥後 
銀行 

肥銀 
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ 
ｻｰﾋﾞｽ 

肥後 
銀行 

肥銀ビジネスインターネットバンキングサービス 

代金回収サービス コンビニ収納サービス 

基幹システムソリューション 

ニーズに応じた個別システムの開発 

事務支援（BPO）ソリューション 

セキュリティ・インフラ（クラウド）ソリューション 

職域ホームページ「職場のまどぐち」 

２.（８）肥後銀行グループのICT支援サービス 

肥銀 
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ
ｻｰﾋﾞｽ 

ＩＴシステム教育 
肥銀 
ビジネス 
教育 

各種セミナー開催 

ファイナンス 

肥後 
銀行 

肥銀 
リース 

ＩＴ設備等導入支援 



２.（９）肥銀ビジネス教育㈱によるＩＴシステム教育支援 

キャリア開発部 

肥銀ビジネス教育株式会社 

階層・業務別教育 ビジネスマナー教育 

専門分野 

事前教育体制 

ＩＴシステム教育 

礼儀・礼節 

お客様との関係性強化 

ＷＥＢ動画 ➢ 行内放送局 

当行グループの教育部門を集約 

地域社会の持続的発展を支える人材の育成 

マイクロソフトOffice 

をはじめとする 
ＩＴスキルレベル強化 

生産性向上 

ＩＴ教育部 ビジネスマナー室 

・基本スキルである「ＩＴスキル」および「ビジネスマナー」の教育を強化 
・階層、業務別での事前教育体制、課題解決支援力として専門能力を強化 



（参考）肥銀ビジネス教育セミナー 



２.（１０）生産性向上のために 

更なる生産性向上のためには、 
積極的なICT投資とともに、IT利用の積極化を進め、 

ＩＴスキルを向上させることが必要 

ＩＴスキル向上 
ＩＴ投資による 
利便性向上 生産性向上 
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３.（１）ＳＤＧｓとは 

2015年9月の国連サミットで採択された2030年までの国際目標。 
持続可能な世界を実現するための17のゴール・169のターゲットから構成され、「地球
上の誰一人として取り残さない」ことを誓っています。発展途上国のみならず、先進国も
取り組むユニバーサルなものであり、日本としても積極的に取り組んでいます。 

貧困をなくそう 

飢餓をゼロに 

すべての人に健康
と福祉を 

質の高い教育をみ
んなに 

ジェンダー平等を実
現しよう 

安全なトイレと水を
世界中に 

エネルギーをみんな
にそしてクリーンに 

働きがいも経済成
長も 

産業と技術革新の基
盤をつくろう 

人や国の不平等をな
くそう 

住み続けられるまちづ
くりを 

つくる責任つかう責任 

気候変動に具体
的な対策を 

陸の豊かさも守ろう 

海の豊かさを守
ろう 

平和と公正をすべての
人に 

パートナーシッ
プで目標を達
成しよう 

SDGs=Sustainable Development Goals 
       (持続可能な開発目標) 



SDGs推進上の課題 九州企業のSDGsの認知状況 

３.（2） SDGｓの認知に関する九州企業アンケート結果 
「中小企業アンケート」より（2019年2月実施） 

九州経済産業局『2020年以降における九州の持続可能な成長に向けた調査』より 

7割以上の企業が理解していない 課題は「認知度」「取り組む具体的手段」「取り組む意義」 

認知度 

手段 

意義 



３.（３）ＳＤＧｓをとりまく動向 

九州経済産業局『2020年以降における九州の持続可能な成長に向けた調査』より 

SDGsへの関心は、急速に高まっている 

2015 国連でSDGｓ採択 

2017 

経団連が「企業行動憲章」改定
SDGｓを前面に 

政府がSDGｓアクションプラン
2018を公表 

2019 検索件数がピークに 

「SDGｓ」検索頻度の推移 



３.（４）ＳＤＧｓに取り組む意義 

参考：九州経済産業局『2020年以降における九州の持続可能な成長に向けた調査』 

SDGｓの取り組みは、地域企業の成長に結びつく 

SDGｓの理解・取り組み・普及 

地域企業 

企業価値・信用力 
の向上 

取引先の拡大 
人材確保 

地域企業の成長 

社会課題・地域課題の解決 

地域社会 

地域の持続可能な 
経済成長の実現 

企業理念の共有 

社員のﾓﾁﾍﾞｰｼｮﾝ向上 
生産性向上 

恩恵 

貢献 

再投資による取り組みの推進 



マーケティング 明 暗 

１．市場 △ △ 

２．商品 △ △ 

３．チャネル等 △ △ 

イノベーション 明 暗 

１．ICT活用 △ △ 

２．生産技術 △ △ 

３．チャネル △ △ 

４．異業種連携 △ △ 

地域社会の持続可能性 明 暗 

１．働き方改革 〇 × 

２．社会との一体感 〇 × 

３．環境への配慮 〇 × 

アンケートの対象と評価基準 

「売上回復」   ＝地震前の売上の７５％以上→「明」 
「売上未回復」＝地震前の売上の７５％未満→「暗」 

熊本地震後の売上の回復には、通常、マーケティングや
イノベーションへの取り組みが影響すると考えられがち。 

しかし、調査では、それに加え、「働き手」「環境」「社
会」などへの配慮が、決め手となっていた。 

環境、社会、経済など地域の持続可能性に対する取
り組みを行っている企業が業績回復している 

対象：従業員4人以上の事業所 回答社数：1702社 

（地方経済総合研究所資料） 

中小企業へのアンケート結果 

３.（４）ＳＤＧｓに取り組む意義～復興状況と企業の実施策との関連 



震災後、環境・社会に配慮した取り組みを行っている企業が業績回復 

震災などの大きなショックの後には、短期的な利益よりも、 
環境・社会などへの配慮というより大きな大義がビジネスにもつながる 

企業と働き手（従業員）、取引先、社会との一体感が生まれる 

SDGsの取り組みが業績伸展にも有効 

３.（４）ＳＤＧｓに取り組む意義～復興状況と企業の実施策との関連 

アンケート結果から得られた仮説 



３.（５）ＳＤＧｓに取り組むメリットとデメリット 

メリット SDGｓを通じた事業拡大 デメリット サプライチェーンから外されるリスク 

SDGsに取り組む大企業が増加 
～自動車メーカー、ゼネコン、商社～ 

金融機関→環境や社会に配慮した企業
の取組みについての商品・サービスを強化 

CO2排出抑制 
・再生可能エネルギー利用 
・省エネ設備導入 

働き方改革推進 IT投資による効率化 

企業 

「社会課題解決」と「事業拡大」を実現 
取り組まない場合、サプライチェーンから外される

リスクを抱える可能性あり 

サプライチェーン全体でSDGｓ推進 

調達先等の中小企業にも 
SDGsの取り組みを要請 

企業はSDGsに取り組むことで、ビジネス機会の拡大とリスクの回避が可能となる 



３.（６）資本主義からの転換 

資本主義 
合理的・利他的に利潤を追求 

経済・社会の効率化 
経済成長・発展 
科学技術の進歩 

個々の主体が合理的・利己的に行動するのは限界である 
全体を見ながら他者のことも考えて行動しよう 

エコシステム、生態系として全体観をもって社会を捉えなおそう 

資本主義の終焉・大きな転換 

社会・世界の持続可能性 
社会価値と経済価値との 

「共通価値の創造（CSV）」 

近江商人の経営哲学 

「三方よし~売り手によし、買い手によし、世間によし」 

従来からある日本人の精神 

貧富の差拡大 
規模の差拡大 
環境破壊 



３.（７）「CSR」から「CSV＝共通価値の創造」へ 

CSR＝企業の社会的責任 

事業活動で得た収益をもとに行う、寄付や奉仕活動 

Corporate Social Responsibility 

CSV＝共通価値の創造 

Creating Shared Value 

企業活動は経済的価値を生み出すと同時に 
社会的価値も生み出す必要がある 

社会の発展に資する共通価値の創造自体を企業の戦略に組み込む必要がある 

マイケル・ポーター教授提唱 



３.（８）地域の共通価値を創造する4つの資本 

経済資本 

人間資本 

文化資本 

自然資本 

通貨価値や財務的価値で表す豊かさの概念 
 ～自己資本や貯蓄、有形資産、公共資本、交通インフラなど 

人間のパワーを表す概念 
 〔能力 × やる気 × 時間 × 運〕 × ネットワーク × 人口 

地域の社会的・文化的豊かさを表す概念 
 ～歴史、規範・宗教・教育、芸術・文化、スポーツ 

生態系、景観、動植物、水循環 

地域の豊かさはお金だけでは測れず、 
   包括的にすべての資本の成長に気を

配る。(勿論、経済資本は重要) 

人間の能力ややる気、そしてネットワーク
は、地域の大きな価値。 

   人口減少の地方にあっては、質の向
上なくして人間資本の増大は無い。 

経済と関係ないように見える文化資本の
レベルが実はとても大切。 

自然資本の大きい地方では、自然と共生
することが重要。 農業・観光などの産業
振興がポイントとなる。 

４つの資本の総合力による地域活性化 ＝ 共通価値の創造（ＣＳＶ） 



３.（９）九州フィナンシャルグループの取り組み 

専門組織を設置し、持続可能な社会の実現に向けた取り組みを強化。 

サステナビリティ推進室 サステナビリティ推進室 

サステナビリティ統括室 

S
D
G
s 

2018年10月専門部署設置 

グループの目指す姿 

地域の持続可能性 

好循環サイクルを実現 

地域・お客様・グループの
持続可能性向上 

グループの持続可能性 お客様の持続可能性 

経営理念 

ＳＤＧ 
への 
取組み 

社会 

貢献 

活動 

地域総合金融機能 

地域産業振興機能 



３.（１０）九州フィナンシャルグループの取り組み 

私たち九州フィナンシャルグループは、国連が定めた持続可能な開発目標である 
SDGsの趣旨に賛同し、全役職員が主体的に取り組むことを宣言します。 

 １．持続可能な社会づくりへの取り組み 
   私たちは、環境にやさしい経営の実践を通じ、 
   お客様や地域の皆様お一人おひとりが、 
   将来にわたって幸せや満足を実感できる社会 
   づくりに取り組みます 
 ２．地域経済発展への取り組み 
  私たちは、地域総合金融グループの力を最大限 
  に発揮し、お客様・地域の課題解決を支援する 
  ことで、持続的な地域経済の発展に貢献します 

 ３．普及・拡大への取り組み 
   私たちは、お客様や地域の皆様との対話を深め、 
   地域全体が持続可能な社会となるように活動の輪を広げます 

サステナビリティ宣言（２０１９年２月１４日公表） 



３.（１１）九州フィナンシャルグループの取り組み 

1. 私たち九州フィナンシャルグループは、持続可能な社会づくりに向け、お客様や地域の 
環境・社会問題解決につながる自律的で責任ある投融資を推進します。 

2. 投融資を行うにあたり、財務情報はもとより環境・社会に与える影響等の観点も重視
し、適切な判断を行います。 

以下に例示するような事業に対して、積極的に支援を行います。 

 ① 脱炭素社会実現に向けた二酸化炭素排出削減など気候変動の抑制に資する事業 
 ② 水資源や森林資源、絶滅危惧種の保護など生物多様性保全に資する事業 
 ③ 農林水産業、観光業など地域の基幹産業の振興に資する事業 
 ④ 世界遺産および有形・無形文化財等の文化財保全に資する事業 
 ⑤ 防災・減災に資する事業 
 ⑥ その他、持続可能な社会づくりに資する事業 

  なお、以下のような先には投融資を行いません。 

 ① 人身売買など人権侵害や強制労働への関与先 
 ② クラスター弾など非人道的な兵器の開発・製造の関与先や、規制・制裁対象先       
 

投融資に関する指針（２０１９年７月１０日公表） 



３.（１２）肥後銀行としての取り組み（ESG投融資目標） 

2019年度 ＥＳＧ投融資目標額  5,000億円 

ESG投融資目標の設定（２０１９年７月１７日公表） 



項目 省エネルギー設備投資に係る利子補給事業 地域ESG融資促進利子補給事業 

所管省庁 経済産業省 環境省 

利子補給総額① 15億円 0.6億円 

利子補給額② 1％上限 1％上限 

融資総額 1,500億円 60億円 

融資額上限 1事業あたり融資金額100億円 1行あたり融資金額20億円 

利子補給期間 最長10年 最長3年 

要件 

省エネ設備新設・増設 
ＥＳＧ融資額の設定・公表 
（融資金融機関） 

クラウドサービスやＥＭＳ(エネルギーマネジメ
ントシステム)による省エネ取組に関する事業 

ＣＯ2削減に係る計画策定、および排
出量算定 

九州地銀では 
肥後銀行のみ認定 

３.（１３）肥後銀行としての取り組み（SDGｓ関連融資制度） 

SDGs関連融資制度～利子補給事業の活用 

２０１９年度実績・・・7件／3億５,７００万円   



３.（１４）肥後銀行としての取り組み（私募債） 

学び舎応援私募債 くまもと復興応援私募債 

累計１４５件／１１７億円 累計５２件／４３億円 



３.（１５）肥後銀行としての取り組み（環境省との連携協定） 

環境省・肥後銀行・大分銀行・宮崎銀行・鹿児島銀行 

中・南九州の地域循環共生圏に関する連携協定（2020.1.18） 

目的 
地域および持続的な地方創生への対応力を強化し、
中・南九州の地域循環共生圏の構築に資する。 

連携 
分野 

 国立公園等の地域資源の持続的な活用を通じた
地域活性化に関する事項 

 SDGｓ普及・啓発に関する事項 
 ESG融資等の推進に関する事項 

九州地方環境事務所 



３.（１６）自治体の取り組み 

「SDGｓ未来都市」「自治体SDGｓモデル事業」に選定 

内閣府が、自治体によるSDGsの取組を促進するため、優れた取組を提
案する都市を「SDGs未来都市」として選定。 
その中でも特に先導的な取組を「自治体SDGsモデル事業」として選定。 

本年１月１３日・成人の日に開催され
た熊本市「SDGs未来都市キックオフイ
ベント」に、肥後銀行からもブース出展 

熊本市が選定された自治体SDGｓモデル事業 

熊本地震の経験と教訓をいかした地域（防災）力の向上事業 

自治体、企業、地域が一体となったSDGｓへの取り組み 

熊本市 小国町 

小国町が選定された自治体SDGｓモデル事業 

持続可能な地域社会の実現 

特色ある地域資源を生かした循環型社会と産業づくり 



ご案内～熊本SDGｓ推進フォーラム 



 ＳＤＧｓは、持続可能な社会の実現に向けて取り組むべき 

  当たり前のこと、みんながやっていること 

 各社が、やるべきことをフレームワークの中で位置づけ、
「意識して」取り組んでいくことが必要 

稼ぐ力の増大 社会の持続可能性の向上 

ＳＤＧｓ 17のゴール・169のターゲット 

ＳＤＧｓの枠組みを意識して、具体的行動につなげましょう 



プロローグ 

２．デジタルトランスフォーメーション 

３．SDGｓの重要性 

むすびに 

目次 

１．県内経済概況 



むすびに 

熊本の持続的な成長 ＝ 県民の幸福量最大化 

一人当たり生産性を高め、地域全体の生産性を向上させる 

    ＤＸに向けた積極的な投資・教育 
    ＳＤＧｓへの取り組みによる社会課題の解決 

企業の利益率向上・業況改善により、熊本のＧＤＰ向上 

好
循
環
サ
イ
ク
ル 



むすびに 

キーワードは「アジリティ（敏捷・機敏）」 

失敗を恐れず、機敏に行動しましょう!! 

（2019.6.14 ニッキン） 



ありがとうございました。 
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